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［要約］

本稿では、都道府県別の民間生命保険と簡易生命保険の契約実績の比較、提供主体の内

部・外部要因との関係性の比較により、その特性を明らかにすることを試みる。

その結果、我が国全体でみた場合は、�１新契約数の規模が類似している国内会社と簡易

保険の契約１件当たり保険金額が大幅に異なること、�２ここ１０年間の両者は新契約数でほ

ぼ同様の動きを示すが、保険金額ではそれが明確でないことが、また、都道府県別でみる

と、�３国内会社の実働営業員数と契約数との間には強い正の相関があること、�４人口規模

を捨象した契約数と人口密度・県民所得との関係は、国内会社に正の、簡易保険に負の相

関が伺えること、�５人口規模を捨象した契約数と県内総事業所数・県内総従業員数との関

係については、両提供主体とも正の相関が伺えること等が明らかとなった。

これらの結果を断ずるにはなお詳細な分析・検討を要するが、あえてここで解釈を試み

ると、簡易保険は国内会社の契約実績の平均よりも低い保険金の上限額を持った商品であ

ること、実際の保険金額の平均も国内会社の実績に比べて相当低いこと、地域に密着した

郵便局が提供していること等を勘案すれば、定性的に言われているように「民間保険」と

「簡易保険」が需要者のニーズを分担してきた関係が量的な分析からも現れているといえ、

また、生命保険を求める者に対して経済や人口の集中度の高い地域に特化されることなく

ある程度広く供給主体としての責任を果たしてきたといえる。

トピックス

都道府県別にみた民間生命保険契約と
簡易生命保険契約の特性＊

第三経営経済研究部研究官 小原 宏
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１ はじめに

ここ１０年ほどの間、わが国の個人生命保険の新

契約数は減少傾向を示している。しかし、その提

供者の内訳をみると、民間保険１）、JA共済２）、お

よび簡易保険３）は必ずしも同様の動きをしている

わけではない。したがって、これらについては相

互間の関係性や個々の特性を確認しておくことが

有用である。

そこで以下では、生命保険を必要とする者に広

く提供するとの視点から、契約件数を分析対象の

中心に据え、その規模が比較的類似する国内会社

と簡易保険を中心に検討していくこととする。

具体的には、まず、実績データから特性を把握

するため、全国の新契約数の推移と提供主体別の

特性を確認の上、都道府県別の変化を確認する。

次に、契約に影響を与える要因ごとの分析を行う

こととし、提供主体が制御可能な内部要因とその

制御の及ばない外部要因の別にその関係性を確認

する。最後に、これらの結果をまとめ、今後の課

題を整理する。

２ 家計部門全体でみた保険・年金の状況

まず、個人金融全体の中での生命保険の最近の

状況を把握するため、日本銀行が２００１年に発表し

た「資金循環統計」から資金額ベースでの確認を

行う。

同統計から家計の貯蓄残高をみると、図１のと

おりこの１０年間で徐々にその額が増加してきてい

る。内訳をみると、本件の分析対象が含まれる

「保険・年金」も増加してきたことが分かる。一

方、同期間内における家計貯蓄の変化量をみると、

図２のとおり全体、保険・年金ともその伸びが鈍

化してきている４）。

１）国内会社および外国会社の提供する生命保険。
２）生命保険に相当する部分に限る。
３）簡易生命保険のうち、年金保険を除くもの。
４）資金循環統計におけるストック表とフロー表の間には把握時期や評価の違いにより乖離が生じる。このため、両者の間の整合

の意味を持つ「調整表」が準備されている。

図１ 家計の資産ストック

備考：「資金循環統計（全体表：家計）」より郵政研究所が
作成。

図２ 家計の資産フロー

備考：「資金循環統計（全体表：家計）」より郵政研究所が
作成。

５７ 郵政研究所月報 ２００２．６
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そこで、これらのデータから保険・年金のス

トックとフローを切り出してみると、図３のとお

りであり、年金準備金は概ね増加しているが、保

険準備金の伸びは鈍化している。

３ 契約数でみた生命保険契約の推移

ここで、わが国の生命保険の新契約数がこの１０

年でどのように推移したかをみると、図４の棒グ

ラフのとおりであり、若干の上下変動を繰り返し

ているものの、ほぼ９３年度をピークとして減少傾

向を示している。これを提供主体別にみると、各

折れ線グラフのとおりであり、国内会社と簡易保

険が概ね同じような動きを示している。一方、提

供主体別に１件当たりの保険金額をみると、図５

のとおり国内会社と簡易保険は大きく乖離してい

る。

ここから、それぞれの商品は異なるニーズに応

じて提供されてきた可能性があり、両者は競合関

係があまり存在しないマーケットで棲み分けがな

されてきた可能性が推測される。

４ 都道府県別でみた生命保険契約の状況

次に、都道府県別の提供主体別の契約状況をみ

るため、１９９９年度の新契約数をみると、図６のと

おりとなっており、簡易保険は国内会社および外

図３ 保険・年金準備金のストックおよびフロー

の推移

備考：「資金循環統計（全体表：家計）」より郵政研究所が
作成。

図４ 全国でみた新契約数の推移

備考：『インシュアランス』各年より郵政研究所が作成。
２０００年度は参考値５）。

図５ 新契約１件当たりの保険金額の推移

備考：『インシュアランス』各年より郵政研究所が作成。
２０００年度は参考値５）。

５）データ出典元の『インシュアランス 生命保険統計号』は、最新出版物において、発行後に把握したデータにより前年度の
データを修正する場合があるため。

５８郵政研究所月報 ２００２．６
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国会社と有意に強い正の相関を示している（パラ

メータ等については巻末の参考表を参照。）。なお、

相関の弱いJA共済を切り出してみると、図７の

とおり、負の相関を伺わせる点が現れる。

同じく、都道府県別の保有契約数でみると図８

のとおりであり、新契約数と同様に簡易保険は国

内会社および外国会社と有意に強い正の相関を

持っていると認められる。JA共済を切り出して

みると新契約と同様に簡易保険と負の相関を伺わ

せる点が現れる。

以上から、件数規模が比較的類似していて正の

相関も強く現れている国内会社と簡易保険は、別

のニーズに対応しており、両者の関係は補完的な

ものであることが伺える。

ここで、一定期間内での都道府県別の変化をみ

るため、変化の方向が打ち消されない期間として、

ここ１０年の新契約数のピークであった１９９３年度と

最新の１９９９年度の国内会社と簡易保険との変化率

を比較してみると、図１０のとおりである。

全国平均からの乖離をみるため、それぞれの標

準偏差（国内会社は約５．８％ポイント、簡易保険

は約５．０％ポイント）の範囲を超える変動を示し

ている都道府県を確認すると、上方を超えている

のは、国内会社では東北、中国および九州郵政局

管内に多く、簡易保険では東北および信越管内に

多い。また、下方を超えているのは、国内会社で

は東京都のみ、簡易保険では京都府、大阪府およ

び福岡県となっている。

図６ 新契約数でみた主体別の関係（１９９９年度）

備考：『インシュアランス』２０００年より郵政研究所が作成。

図７ 同左JA共済との関係

備考：『インシュアランス』２０００年より郵政研究所が作成。

図８ 保有契約数でみた主体別の関係（１９９９年度）

備考：『インシュアランス』２０００年より郵政研究所が作成。

図９ 同左JA共済との関係

備考：『インシュアランス』２０００年より郵政研究所が作成。

５９ 郵政研究所月報 ２００２．６
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５ 契約の内部要因

提供主体が相当程度制御可能な要因として営業

者の数を考えることとし、具体的には、国内会社

の実働営業員数６）と新契約数との関係についてみ

る。まず、１９９０年度から１０年間の国内会社におけ

る実働営業員数を確認すると、図１１のとおり１９９１

年度をピークとして順次減少してきており、特に

１９９６年度と１９９７年度の間の減少幅が大きいことが

分かる。

次に、国内会社の都道府県別の新契約数と実働

営業員数についてみると、図１２および巻末表のと

おり１９９１年度も１９９９年度も両者に有意な強い正の

相関が認められる結果となった。これは、国内会

社の保険契約については、実働営業員当たりの契

約数がほぼ一定の関係であり、実働営業員数が多

いと新契約が多いこと、１０年を経てもその関係が

ほとんど変化していないことを示している。全国

計でみた実働営業員１人当たりの新契約数は１９９１

年度が２８．９９件、１９９９年度が２８．３６件と若干１９９１年

度のほうが高かったが、図１２の近似線の傾きが示

すとおり、都道府県別の集団としてみても同様で

あったといえる。なお、新契約数と実働営業員数

の上位３都道府県（東京都、大阪府および神奈川

県）を除いてみると、図１３のようになっており、

両者の関係がほぼ一致している。新契約数と実働

営業員数が飛び抜けて多い部分を除くと両年度と

も実働営業員１人当たりの契約数はほぼ一定で

あったと認められる。

ここで、１９９１年度から１９９９年度までの単年度ご

との実働営業員数の変化率を都道府県別でみてみ

図１０ 国内会社と簡易保険の新契約数の変化（１９９３年度と１９９９年度）

備考：『インシュアランス』各年より郵政研究所が作成。

６）国内会社における生命保険の募集は、地方財務局に「生命保険保険募集人」の登録をした者のみが可能である。『インシュア
ランス』には国内会社の「登録募集人」の内訳が「内勤」、「営業職員」および「募集代理店（個人・法人）」の別に掲載され
ており、１９９９年度末現在の国内会社全体ではそれぞれ８７，０７２人、３２３，５５１人、６５９，６９４人となっている。ここでいう「実働営業
員数」とは、その「営業職員」にカウントされる者のうち、実際に契約を得ることができた者のことであって、その員数は年
度中の月平均による値である。

図１１ 民間保険の実働営業員数の推移

備考：『インシュアランス』各年より郵政研究所が作成。
２０００年度は参考値。

６０郵政研究所月報 ２００２．６
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ると図１４のようになっており、図１１でみた全国と

同様に１９９０年度と１９９１年度の間に増加した都道府

県が多く、他の年度間では減少したところが多い。

個別にみると、１９９２年度と１９９３年度の間の東京都

のように若干ではあるが異なる動きをしていると

ころもある。

これらの年度間の変化を累計すると図１５のとお

りである。全国平均からの乖離をみるため、標準

偏差（約５．３％ポイント）の範囲を超える変動を

示している都道府県を確認すると、上方を超えて

いるのは、東北および関東郵政局管内に多く、他

の地域にも散見される。下方を超えているのは、

近畿、中国、四国および九州郵政局管内に散見さ

れる。

６ 契約の外部要因

都道府県別の生命保険契約について、提供主体

からみた外部要因の影響を確認するため、契約数

と人口密度、所得、事業所数および従業員数との

関係をみる。

図１２ 新契約数と実働営業員数の関係

備考：『インシュアランス』各年より郵政研究所が作成。

図１３ 同左、上位３県を除く

備考：『インシュアランス』各年より郵政研究所が作成。

図１４ 年度別にみた実働営業者の変化割合

備考：『インシュアランス』各年より郵政研究所が作成。
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まず、１９９９年度における新契約数、保有契約数

および千人当たりの保有契約数について、提供主

体別、人口に占める人口集中地区人口の割合、１

人当たりの県民所得、千人当たりの県内総事業所

数および千人当たりの県内総従業員数の都道府県

順位をみると、表１のようになっている。なお、

表中の網掛けによって、それぞれの項目の簡易保

険に関する順位が上位または下位５位以内に入る

都道府県であることを表す。

ここから、簡易保険の新契約数および保有契約

数については、国内会社および外国会社のそれと

上下の県が類似していること、それらが人口集中

地区人口割合、１人当たり県民所得および千人当

たり県内総従業員数でも類似していることが伺わ

れる。また、人口規模を捨象するため、千人当た

りの保有契約数でみると簡易保険とJA共済は下

位の県が類似していること、同じく千人当たりの

県内総事業所数および千人当たりの県内総従業員

数で下位の県が類似していることが伺われる。な

お、上記のうち千人当たりの保有契約数でみた各

種の関係があまり明確ではないので、以下ではこ

の点に着目した比較を行うこととする。

まず、都道府県別でみた１９９９年度の提供主体別

の千人当たりの保有契約数をみると、簡易保険と

図１５ 国内会社の実働営業員数の変化（１９９１～１９９９年度の単年度変化の累積）

備考：『インシュアランス』各年より郵政研究所が作成。

図１６ 千人当たり保有契約数でみた簡易保険と各提供主体別の関係（１９９９年度）

備考：『インシュアランス』２０００年より郵政研究所が作成。
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表１ 契約数、人口密度、県民所得、県内総事業所数および県内総従業員数の都道府県別順位

新契約数（提供主体別） 人口・所得・事業所数・従業員数

生保全体 国内会社 外国会社 JA共済 簡易保険
人口集中地
区人口割合

人口当たり
県民所得

人口当たり
県内総事業所数

人口当たり
県内総従業員数

１位 東 京 東 京 東 京 長 野 東 京 東 京 東 京 福 井 東 京

２位 大 阪 大 阪 大 阪 兵 庫 大 阪 大 阪 愛 知 石 川 大 阪

３位 神 奈 川 神 奈 川 神 奈 川 愛 知 愛 知 神 奈 川 大 阪 東 京 愛 知

４位 愛 知 北 海 道 埼 玉 広 島 神 奈 川 京 都 埼 玉 山 梨 富 山

５位 北 海 道 愛 知 愛 知 静 岡 北 海 道 埼 玉 神 奈 川 岐 阜 石 川

４３位 高 知 高 知 高 知 徳 島 高 知 徳 島 高 知 茨 城 和 歌 山

４４位 福 井 福 井 福 井 鳥 取 福 井 鳥 取 長 崎 埼 玉 沖 縄

４５位 沖 縄 徳 島 山 梨 沖 縄 山 梨 佐 賀 宮 崎 神 奈 川 埼 玉

４６位 島 根 島 根 島 根 青 森 鳥 取 岩 手 鹿 児 島 奈 良 千 葉

４７位 鳥 取 鳥 取 鳥 取 東 京 沖 縄 島 根 沖 縄 千 葉 奈 良

保有契約数（提供主体別） 人口・所得・事業所数・従業員数

生保全体 国内会社 外国会社 JA共済 簡易保険
人口集中地
区人口割合

人口当たり
県民所得

人口当たり
県内総事業所数

人口当たり
県内総従業員数

１位 東 京 東 京 東 京 長 野 東 京 東 京 東 京 福 井 東 京

２位 大 阪 大 阪 神 奈 川 愛 知 大 阪 大 阪 愛 知 石 川 大 阪

３位 神 奈 川 神 奈 川 大 阪 新 潟 愛 知 神 奈 川 大 阪 東 京 愛 知

４位 愛 知 愛 知 埼 玉 兵 庫 神 奈 川 京 都 埼 玉 山 梨 富 山

５位 埼 玉 埼 玉 静 岡 福 島 埼 玉 埼 玉 神 奈 川 岐 阜 石 川

４３位 高 知 高 知 福 井 山 梨 佐 賀 徳 島 高 知 茨 城 和 歌 山

４４位 島 根 徳 島 島 根 鳥 取 高 知 鳥 取 長 崎 埼 玉 沖 縄

４５位 山 梨 沖 縄 高 知 東 京 山 梨 佐 賀 宮 崎 神 奈 川 埼 玉

４６位 鳥 取 島 根 山 梨 奈 良 鳥 取 岩 手 鹿 児 島 奈 良 千 葉

４７位 沖 縄 鳥 取 鳥 取 沖 縄 沖 縄 島 根 沖 縄 千 葉 奈 良

人口当たり保有契約数（提供主体別） 人口・所得・事業所数・従業員数

生保全体 国内会社 外国会社 JA共済 簡易保険
人口集中地
区人口割合

人口当たり
県民所得

人口当たり
県内総事業所数

人口当たり
県内総従業員数

１位 富 山 東 京 静 岡 島 根 山 形 東 京 東 京 福 井 東 京

２位 山 形 富 山 広 島 秋 田 岡 山 大 阪 愛 知 石 川 大 阪

３位 島 根 大 阪 富 山 長 野 徳 島 神 奈 川 大 阪 東 京 愛 知

４位 福 井 静 岡 徳 島 高 知 鹿 児 島 京 都 埼 玉 山 梨 富 山

５位 香 川 石 川 大 分 香 川 島 根 埼 玉 神 奈 川 岐 阜 石 川

４３位 奈 良 茨 城 山 口 沖 縄 静 岡 徳 島 高 知 茨 城 和 歌 山

４４位 埼 玉 鹿 児 島 山 梨 千 葉 埼 玉 鳥 取 長 崎 埼 玉 沖 縄

４５位 神 奈 川 熊 本 長 崎 神 奈 川 神 奈 川 佐 賀 宮 崎 神 奈 川 埼 玉

４６位 千 葉 宮 崎 秋 田 大 阪 千 葉 岩 手 鹿 児 島 奈 良 千 葉

４７位 沖 縄 沖 縄 沖 縄 東 京 沖 縄 島 根 沖 縄 千 葉 奈 良

備考：保険契約は『インシュアランス』、人口集中地区人口割合は１９９５年の国勢調査結果、その他の人口は１９９９年推計人口の総
人口、県民所得は１９９９年度県民経済計算の県民所得、県内総事業所数および県内総従業員数は１９９９年事業所・企業統計調査
の全産業（民間）の値であり、人口当たりの値は郵政研究所が算出した。算出の詳細等は巻末のデータ出所・算出の説明を
参照。
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他の主体との関係は図１６のとおりとなっている。

近似線が示すように、それぞれ正の相関が伺える

が、１％水準で有意なものはJA共済のみであり、

その関係性も新契約数でみたほど強いものではな

い。

次に、都道府県別の国内会社および簡易保険の

千人当たりの保有契約数と１９９５年の人口に占める

人口集中地区の人口割合７）との関係をみる。結果

は図１７のとおり両主体の１次の近似線は傾きが逆

転しており、国内会社の千人当たり保有契約数は

人口集中地区人口割合と正の相関が、また、簡易

保険のそれは同じく負の相関が伺えるが、これら

については簡易保険のみ１％水準で有意となって

いる。

同じく、１９９９年度の１人当たり県民所得との関

係をみると、図１８のようになっており、国内会社

の千人当たり保有契約数では正の相関が、また、

簡易保険のそれでは負の相関が伺えるが、これら

については国内会社のみが１％水準で有意となっ

ている。

さらに、１９９９年の人口千人当たり県内総事業所

数および県内総従業員数との関係をみると、図１９

および図２０のようになっており、国内会社および

簡易保険の千人当たり保有契約数とそれらとの関

係はいずれも正の相関が伺える。これらについて

は、簡易保険の千人当たり保有契約数と千人当た

り県内総事業所数、国内会社の千人当たり保有契

約数と千人当たり県内総従業員数がそれぞれ１％

水準で有意となっており、国内会社の千人当たり

保有契約数と千人当たり県内総事業所数も５％水

準で有意となっている。

これらから、人口規模を捨象した場合の外部要

因と保有契約数との関係をみると、国内会社では

人口当たりの所得の高さや従業員数の多さに応じ

た保有率となっており、経済の集中に合わせた営

業がなされていることが伺える。その一方で、簡

図１７ 保有契約数と人口密度との関係

備考：『インシュアランス』２０００年、１９９５年の国勢調査結果、
および１９９９年度県民経済計算より郵政研究所作成。
保有契約数は千人当たり、県民所得は１人当たりの
値である。

図１８ 保有契約数と県民所得との関係

備考：『インシュアランス』２０００年、１９９５年の国勢調査結果、
および１９９９年度県民経済計算より郵政研究所作成。
保有契約数は千人当たり、県民所得は１人当たりの
値である。

７）分析時における最新データは１９９５年国勢調査結果。「人口集中地区」は、実質的な都市的地域を示す地域として国勢調査によ
り把握されるもので、同一市区町村内で人口密度が１平方キロメートル当たり約４，０００人以上の調査区が隣接し、その人口が
５，０００人以上を有する地域等の条件を満たす地域のこと（詳細は『第５１回 日本統計年鑑』p.２４等を参照）。
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易保険については人口の集中度合いに反した保有

率であって、従業員の数（事業所の規模）ではな

く事業所数の多さに応じた保有率となっているこ

とから、より広い営業がなされていることが伺え

る。

７ おわりに

７．１ 本論のまとめ

以上みてきたように、生命保険の契約実績につ

いて、国内会社、外国会社、JA共済および簡易

保険という提供者別で契約数や保険額をみると、

それぞれ異なった特徴を持っていることが改めて

確認された。

特に契約数の規模が相対的に類似している国内

会社と簡易保険を比較してみると、１件当たりの

保険金額が大幅に異なること、最近１０年間の両者

は、契約数でほぼ同様の動きを示すものの、保険

金額ではそれが明確でないことなどが明らかと

なった。

生命保険の提供者からみた内部要因と外部要因

についてみると、内部要因では国内会社の実働営

業員数と新契約数との間に有意な強い正の相関が

あり、今回の分析対象期間内では約１０年を経ても

その関係がほぼ一定であることが明らかとなった。

また、外部要因では、人口当たりでみた契約数と

人口密度・県民所得との関係は、国内会社に正の、

簡易保険に負の相関が伺えること、一方、人口当

たりでみた契約数と県内総事業所数・県内総従業

者数との関係については国内会社・簡易保険とも

に正の相関が伺える結果となった。

以上から、特に簡易保険と国内会社とは契約数

の規模、都道府県別の契約数等において比較的類

似の傾向を示しているものの、１件当たりの保険

金額や事業所規模を想定させるデータとの関係に

おいては相当程度乖離していることから、各々が

提供している商品は異なる需要に応じたものであ

ることが伺われた。これらの結果と、簡易保険が

全国に広く所在する郵便局によって販売されてい

ること等を勘案すれば、簡易保険と国内会社とは

競合といった関係よりもむしろ生命保険需要者の

ニーズを商品特性等に応じて分担してきたとえよ

う。

図１９ 保有契約数と事業所数との関係

備考：『インシュアランス』２０００年および１９９９年事業所・企
業統計調査結果より郵政研究所が作成。

図２０ 保有契約数と従業員数との関係

備考：『インシュアランス』２０００年および１９９９年事業所・企
業統計調査結果より郵政研究所が作成。
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７．２ 今後の課題

以上については、データ期間が限られたもので

あること、検討に用いた要因の系列がごく限られ

た範囲のものであることなどから、分析も一定の

範囲にとどまるものであった。これらについては、

データ期間の拡張や月次データへの移行、説明要

因としての系列の拡張などによりさらに分析を広

げることが可能と考える。また、各種要因の組合

せによる分析や、都道府県を単位としたクロスセ

クションと時系列を組み合わせたパネルデータに

よる分析などにより、さらに分析を深めることが

可能と考える。
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【参考表】 各図に示した相関におけるパラメータの有意水準等（olsによる。サンプル数＝４７。）

図番号 被説明変数 説明変数 パラメータ ARSQ

図６ 簡易保険新契約数 国内会社新契約数 ０．５３＊＊＊ ０．９４８

簡易保険新契約数 外国会社新契約数 ２．６７＊＊＊ ０．９３１

簡易保険新契約数 JA共済新契約数 ２．５４＊ ０．０４０

図８ 簡易保険保有契約数 国内会社保有契約数 ０．６４＊＊＊ ０．９７０

簡易保険保有契約数 外国会社保有契約数 ３．６７＊＊＊ ０．９１６

簡易保険保有契約数 JA共済保有契約数 ２．０３ ０．０３４

図１２ １９９９年度国内会社新契約数 １９９９年度実働営業員数 ２６．４３＊＊＊ ０．９８４

１９９１年度国内会社新契約数 １９９１年度実働営業員数 ３１．７２＊＊＊ ０．９９５

図１６ 千人当たり簡易保険保有契約数 千人当たり国内会社保有契約数 ０．３１＊ ０．０４２

千人当たり簡易保険保有契約数 千人当たり外国会社保有契約数 －０．０２ －０．０２２

千人当たり簡易保険保有契約数 千人当たりJA共済保有契約数 ０．７３＊＊＊ ０．４５４

図１７ 千人当たり国内会社保有契約数 人口集中地区人口割合 １．１１ ０．０３６

千人当たり簡易保険保有契約数 人口集中地区人口割合 －３．２０＊＊＊ ０．２８３

図１８ 千人当たり国内会社保有契約数 １人当たり県民所得 ０．１４＊＊＊ ０．２７７

千人当たり簡易保険保有契約数 １人当たり県民所得 －０．０５ ０．００５

図１９ 千人当たり国内会社保有契約数 千人当たり県内総事業所数 ４．９４＊＊ ０．１１２

千人当たり簡易保険保有契約数 千人当たり県内総事業所数 ６．８１＊＊＊ ０．１３９

図２０ 千人当たり国内会社保有契約数 千人当たり県内総従業員数 １．０８＊＊＊ ０．４５９

千人当たり簡易保険保有契約数 千人当たり県内総従業員数 ０．４５ ０．０３０

備考：「＊＊＊」は１％水準で、「＊＊」は５％水準で、「＊」は１０％水準で有意。
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総務省統計局（２００２）『第５１回 日本統計年鑑』
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所研究報告 №５

渡辺和孝（１９９６）「生命保険による貯蓄と保障」『郵政研究所月報』郵政省郵政研究所、№８８、pp. ９２―

９８

【データ出所・算出の説明】

生命保険契約関係データ：『インシュアランス』―生命保険統計号―１９８８～２００１年版

家計部門の資金関係データ：日本銀行、資金循環表２００１の全体表のうち、家計のデータ。

人口：総務省統計局、１９９９年推計人口＝住民基本台帳ベースのデータ。

（http：／／www.stat.go.jp／data／jinsui／index.htm）以下のページより入手。

人口集中地区人口割合：総務省統計局、都道府県別人口集中地区の人口＝１９９５．１０．１国勢調査に基づく

データ。（http：／／www.stat.go.jp／data／nenkan／０２．htm）以下のページより入手。

県民所得：内閣府、１９９９年度県民所得＝県民経済計算データのうち、都道府県別県民所得のデータ。

（http：／／www.esri.cao.go.jp／jp／sna／toukei.html）以下のページより入手。

平成１１年事業所・企業統計調査のデータ。

（http：／／www.stat.go.jp／data／jigyou／１９９９／kekka.htm）以下のページより入手。

事業所数：平成１１年事業所・企業統計調査のデータ中、農林漁業および非農林漁業の民間事業所の総数。

（http：／／www.stat.go.jp／data／jigyou／１９９９／kekka.htm）以下のページより入手。

従業員数：平成１１年事業所・企業統計調査のデータ中、民間従業者の総数。

（http：／／www.stat.go.jp／data／jigyou／１９９９／kekka.htm）以下のページより入手。

人口（または人口千人）当たりの各種データ：人口集中地区人口に関するものを除き、上記の各系列の

データを上記１９９９年推計人口で除して作成した。
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